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東北地方太平洋沖地震の当社グループの対応について（第 2報） 

 

平成 23年 3月 11日に発生いたしました東北地方太平洋沖地震により、被災された皆様

には心よりお見舞いを申し上げます。 

当社では、この度の震災にあたり、ゼビオ株式会社郡山本社と同東京オフィスに緊急災

害対策本部を設け、24時間体制で情報収集し迅速に対応してまいりました。当社グループ

における現在の活動状況に関して、以下の通りお知らせいたします。 

 

記 

１．当社グループの活動状況について 

 （１）人的被害の状況について 

当社グループ全店舗から安否情報を収集した結果、お客様および全従業員（パー

ト・アルバイトを含む）への人的被害は発生していないことを確認いたしました。

また、従業員の家族の安否についても、継続して確認をしております。 

 （２）営業上のインフラの状況について 

本社では建物の損傷はほとんどなく、情報システムをはじめ主なインフラは、地

震直後より正常に稼動しております。 

物流に関しては、本宮物流センター（福島県本宮市）が当初より稼働できる状態

でしたが、高速道路の通行止めや交通渋滞などにより一時出荷が遅延する状況でし

た。しかし、配送ルートの見直し等により、現在は出荷を再開しております。併せ

て、2010年 10月から業務を開始しております関西物流センターの配送エリア拡大、

ならびにメーカーから店舗への直接納入への切り替えにより、店舗向けの物流機能

は回復しております。 

（３）当社の危機対応について 

当社では、これまであらゆる不測の事態に対して、「いかなる時でも営業を継続す

る」というポリシーのもと、その状況に応じたコンティンジェンシー・プラン（緊

急時対応計画）を準備しており、今回実施いたしました。 



今回の震災にあたり、リスク分散と本社業務の効率化の見地から、2006年に開設

し、すでに本社機能の一部（株式会社ヴィクトリアや株式会社ゴルフパートナーな

どの子会社に対するグループガバナンス、広報・IR、宣伝販促の一部、マーケティ

ング、事業開発、事業企画、人事）を担っていました東京オフィスを、このタイミ

ングで一時的にグループ東京本社と位置付けました。グループ東京本社は常務執行

役員と執行役員、合わせて 5 人が常駐しており、グループ経営における業務を迅速

に判断、執行できる体制が整っています。 

また、会津若松市（福島県会津若松市町北町大字上荒久田字宮下 158）にすでに保

有していた光ファイバーなどのインフラを有した 100 坪のオフィスに加え、今回更

に隣接地に 300 坪のオフィスを緊急に確保することにより、本社の経営企画室、総

務部門、商品部門の一部を移転し、3月 15日よりすでに業務を開始いたしました。 

このように、当社は被災地である福島県に本社を設置しておりますが、上記のよ

うなきめ細かいコンティンジェンシー・プランを有していたことにより 1 日も業務

を停止することなく、通常のオペレーションで営業を継続しております。 

（４）店舗の営業状況について 

   ①スーパースポーツゼビオ、ゼビオスポーツの状況 

     3月 22日現在の営業店舗は全店 126店中 107店ですが、被害の大きかった店舗

は早急に復旧作業を進めております。13店舗は 5月までには営業再開の目処が立

っております。また、新規出店につきましては、計画どおり４月中に３店舗、5月

中に１店舗を予定しております。 

   ②ヴィクトリア、ヴィクトリアゴルフの状況 

     3月 22日現在の営業店舗は計画停電の影響もあり全店 66店中 53店ですが、8

店舗は早期営業再開の目処が立っております。 

   ③ゴルフパートナー直営店の状況 

     3月 22日現在の営業店舗は全店 99店中 93店ですが、3店舗は営業再開の目処

が立っております。 

   ④フェスティバルゴルフの状況について 

     全店舗で営業を継続しております。 

   ⑤ネクストの状況について 

     3月 22日現在の営業店舗は全店 15店中 13店です。現在早期に全店舗での営業

再開に向け準備をしております。 

 

２．業績に与える影響について 

今回の地震による被害状況・被害額については、現在調査中でありますが、当期業

績への影響が見込まれる場合には、必要に応じて速やかに情報開示いたします。 

 



３．災害復興に向けた取組みについて 

  当社グループでは、特に被害の大きい地区において、生活用品が不足している被災

者の方々へ防寒用品等の商品を無償提供するなどの災害復興に向けた取組みを行っ

てまいりました。また、現在もゼビオグループの各店舗において、日本赤十字社を

経由して被災地の復興支援のために活用される義援金の募集を実施しており、e

コマースサイトにおいては、チャリティ商品の販売額すべてを義援金として寄付

することを計画しております。 

                                    以 上 


